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Ｍ　
＆　
Ａ　
（　
企　
業　
の　
合　
併　
・　
買　
収　
）　

イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
の　
有　
限　
責　
任　
会　
社　

（　

・　

）　
は　
、　

国　
有　
企　
業　
で　
あ　
っ　
て　
も　
民　
間　
企　
業　
で　
あ　

っ　
て　
も　
、　
企　
業　
の　
合　
併　
や　
買　
収　
が　
基　
本　

的　
に　
認　
め　
ら　
れ　
て　
い　
ま　
す　
。　
企　
業　
の　
合　

併
・
買
収
は
、
株
主
総
会
（

・

）　
に　
お　
い　
て　
株　
主　
の　
賛　
同　
が　
得　

ら　
れ　
た　
う　
え　
で　
の　
取　
締　
役　
会　
の　
決　
議　
に　

よ　
り　
遂　
行　
さ　
れ　
ま　
す　
。　

す　
べ　
て　
の　
Ｐ　
Ｔ　
は　
、　
２　
０　
０　
７　
年　
に　

改　
正　
さ　
れ　
た　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
の　
会　
社　
法　

（

）　

の　
適　
用　
を　
受　
け　
ま　
す　
の　
で　
、　
企　
業　
の　
合　

併　
・　
買　
収　
の　
際　
に　
は　
、　
会　
社　
法　
第　
１　
２　

１　
条　
な　
い　
し　
第　
１　
３　
７　
条　
に　
従　
っ　
た　
変　

更　
手　
続　
を　
行　
な　
う　
必　
要　
が　
あ　
り　
ま　
す　
。　

外
国
直
接
投
資
（

・　

）　
企　
業　
の　
場　
合　

に　
は　
、　
会　
社　
法　
で　
義　
務　
付　
け　
ら　
れ　
て　
い　

る　
項　
目　
を　
す　
べ　
て　
満　
た　
す　
こ　
と　
に　
加　
え　

て　
、　
投　
資　
調　
整　
庁　
（　

・

）　
の　
承　
認　
も　
取　
得　
す　
る　
必　
要　
が　

あ　
り　
ま　
す　
。　

会　
社　
法　
上　
、　
企　
業　
の　
合　
併　
・　
買　
収　
を　

行　
う　
場　
合　
に　
は　
、　
関　
連　
す　
る　
会　
社　
の　
利　

益　
、　
少　
数　
株　
主　
、　
従　
業　
員　
、　
社　
会　
、　
そ　

し　
て　
競　
争　
へ　
の　
影　
響　
等　
、　
様　
々　
な　
要　
素　

を　
考　
慮　
に　
入　
れ　
る　
必　
要　
が　
あ　
り　
ま　
す　
。　

ま　
た　
、　
少　
数　
株　
主　
が　
そ　
の　
株　
式　
を　
会　
社　

に　
対　
し　
公　
正　
価　
格　
で　
買　
取　
る　
こ　
と　
を　
要　

求　
す　
る　
権　
利　
を　
阻　
害　
す　
る　
よ　
う　
な　
、　
少　

数　
株　
主　
に　
損　
害　
を　
与　
え　
る　
合　
併　
や　
買　
収　

は　
認　
め　
ら　
れ　
ま　
せ　
ん　
。　

以　
下　
の　
Ｑ　
＆　
Ａ　
は　
、　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　

に　
お　
け　
る　
企　
業　
の　
合　
併　
・　
買　
収　
の　
取　
扱　

い　
に　
つ　
い　
て　
大　
ま　
か　
に　
把　
握　
し　
て　
頂　
く　

た　
め　
の　
も　
の　
で　
す　
。　

Ｑ　
１　
　　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
法　
に　
お　
い　

て　
、　「　
合　
併　
」　
と　
は　
ど　
の　
よ　
う　

な　
こ　
と　
で　
、　
ど　
の　
よ　
う　
に　
実　
施　

さ　
れ　
ま　
す　
か　
。　

Ａ　
１　
　　
合　
併　
と　
は　
、　
２　
つ　
の　
会　
社　

が　
合　
体　
し　
て　
１　
つ　
の　
新　
会　
社　
に　

な　
る　
こ　
と　
で　
す　
。　
合　
併　
は　
、　
各　

会　
社　
の　
株　
主　
総　
会　
の　
承　
認　
を　
受　

け　
て　
実　
施　
さ　
れ　
ま　
す　
。　例　
え　
ば　
、　

会　
社　
Ａ　
と　
会　
社　
Ｂ　
が　
合　
併　
す　
る　

場　
合　
、　
ま　
ず　
、　
そ　
れ　
ぞ　
れ　
の　
会　

社　
で　
株　
主　
総　
会　
を　
開　
催　
し　
、　
提　

出　
さ　
れ　
た　
合　
併　
案　
に　
つ　
い　
て　
過　

半　
数　
の　
株　
主　
に　
よ　
る　
賛　
成　
票　
が　

得　
ら　
れ　
た　
後　
に　
、　
そ　
れ　
ぞ　
れ　
の　

会　
社　
の　
取　
締　
役　
会　
に　
お　
い　
て　
実　

施　
の　
決　
議　
が　
採　
択　
さ　
れ　
れ　
ば　
、　

合　
併　
は　
有　
効　
と　
な　
り　
ま　
す　
。　

株　
主　
総　
会　
に　
提　
出　
さ　
れ　
る　
決　
議　
案　
に　

は　
、　
新　
会　
社　
の　
株　
式　
へ　
の　
転　
換　
ス　
キ　
ー　
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■ インドネシア進出企業のビジネス法務実務（入門編）

ム　
に　
関　
す　
る　
説　
明　
と　
理　
由　
付　
け　
、　
定　
款　

の　
草　
案　
（　
合　
併　
に　
か　
か　
わ　
る　
会　
社　
の　
定　

款　
と　
異　
な　
る　
場　
合　
）　、　
各　
会　
社　
の　
過　
去　

３　
年　
度　
分　
の　
損　
益　
計　
算　
書　
等　
、　
株　
主　
が　

合　
併　
案　
に　
つ　
い　
て　
十　
分　
な　
情　
報　
を　
も　
っ　

て　
決　
断　
を　
下　
す　
の　
に　
合　
理　
的　
に　
必　
要　
と　

さ　
れ　
る　
資　
料　
を　
添　
付　
す　
る　
必　
要　
が　
あ　
り　

ま　
す　
。　

合　
併　
す　
る　
両　
社　
に　
つ　
い　
て　
は　
、　
清　
算　

を　
行　
な　
っ　
た　
上　
で　
解　
散　
さ　
せ　
る　
こ　
と　
も　

で　
き　
ま　
す　
し　
、　
清　
算　
を　
行　
な　
わ　
ず　
に　
解　

散　
さ　
せ　
る　
こ　
と　
も　
で　
き　
ま　
す　
。　
清　
算　
を　

行　
な　
わ　
ず　
に　
合　
併　
を　
実　
施　
す　
る　
場　
合　
、　

両　
社　
の　
資　
産　
お　
よ　
び　
負　
債　
は　
す　
べ　
て　
新　

会　
社　
に　
移　
転　
さ　
れ　
、　
各　
会　
社　
の　
株　
主　
の　

保　
有　
株　
は　
、　
自　
動　
的　
に　
新　
会　
社　
に　
移　
行　

さ　
れ　
ま　
す　
。　

Ｑ　
２　
　　
次　
に　
、　「　
買　
収　
」　
に　
つ　
い　

て　
教　
え　
て　
下　
さ　
い　
。　

Ａ　
２　
　　
買　
収　
と　
は　
、　
あ　
る　
会　
社　
を　

別　
の　
企　
業　
ま　
た　
は　
個　
人　
が　
買　
い　

取　
る　
こ　
と　
で　
、　
新　
会　
社　
の　
設　
立　

を　
伴　
い　
ま　
せ　
ん　
。　
こ　
こ　
で　
言　
う　

「　
買　
い　
取　
り　
」　
と　
は　
、　
買　
収　
の　

対　
象　
と　
す　
る　
会　
社　
に　
つ　
い　
て　
、　

そ　
の　
議　
決　
権　
を　
有　
す　
る　
株　
式　
の　

１　
０　
０　
％　
ま　
た　
は　
過　
半　
数　
を　
取　

得　
す　
る　
こ　
と　
に　
よ　
り　
、　
そ　
の　
会　

社　
の　
経　
営　
権　
を　
承　
継　
す　
る　
こ　
と　

を　
意　
味　
し　
ま　
す　
。　

買　
収　
会　
社　
と　
被　
買　
収　
会　
社　
両　
社　
の　
取　

締　
役　
会　（　
買　
収　
側　
が　
個　
人　
の　
場　
合　
に　
は　
、　

当　
該　
個　
人　
と　
被　
買　
収　
会　
社　
の　
取　
締　
役　

会　
）　
は　
、　
買　
収　
案　
を　
作　
成　
し　
、　
両　
社　
の　

株　
主　
か　
ら　
株　
主　
総　
会　
決　
議　
と　
い　
う　
形　
で　

承　
認　
を　
得　
る　
必　
要　
が　
あ　
り　
ま　
す　
。　
買　
収　

案　
に　
は　
、　
買　
収　
の　
理　
由　
と　
そ　
の　
仕　
組　
み　

の　
説　
明　
を　
記　
載　
し　
ま　
す　
。　

Ｑ　
３　
　　
合　
併　
と　
買　
収　
の　
そ　
れ　
ぞ　
れ　

の　
場　
合　
に　
つ　
い　
て　
、　
株　
主　
総　
会　

に　
関　
す　
る　
具　
体　
的　
要　
件　
を　
教　
え　

て　
下　
さ　
い　
。　

Ａ　
３　
　　
合　
併　
と　
買　
収　
の　
い　
ず　
れ　
に　

関　
し　
て　
も　
、　
株　
主　
総　
会　
が　
以　
下　

の　
条　
件　
を　
す　
べ　
て　
満　
た　
し　
て　
い　

る　
場　
合　
、　
当　
該　
株　
主　
総　
会　
は　
有　

効　
と　
認　
め　
ら　
れ　
ま　
す　
。　

(  a  )  

合　
意　
の　
上　
で　
開　
催　
さ　
れ　
て　
い　
る　
こ　

と　
(  b  )  

発　
行　
済　
株　
式　
の　
う　
ち　
議　
決　
権　
を　
有　

す　
る　
株　
式　
総　
数　
の　
7  5  
％　
以　
上　
の　
出　

席　
が　
あ　
る　
こ　
と　

(  c  )  

合　
併　
ま　
た　
は　
買　
収　
に　
関　
す　
る　
決　
議　

案　
に　
つ　
い　
て　
、　
総　
会　
に　
出　
席　
し　
議　

決　
権　
を　
行　
使　
し　
た　
株　
主　
の　
7  5  
％　
以　

上　
が　
賛　
成　
し　
た　
場　
合　
に　
限　
り　
、　
承　

認　
の　
決　
議　
が　
得　
ら　
れ　
た　
と　
す　
る　
こ　

と　Ｑ　
４　
　　
政　
府　
の　
承　
認　
を　
受　
け　
る　
必　

要　
は　
あ　
り　
ま　
す　
か　
。　

Ａ　
４　
　　
買　
収　
の　
場　
合　
、　
そ　
れ　
に　
伴　

う　
定　
款　
の　
変　
更　
点　
に　
つ　
い　
て　
の　

み　
、　
法　
務　
人　
権　
省　
の　
承　
認　
が　
必　

要　
で　
す　
。　
一　
方　
、　
合　
併　
の　
場　
合　

に　
は　
、　
定　
款　
と　
合　
併　
案　
を　
法　
務　

人　
権　
省　
に　
提　
出　
し　
承　
認　
を　
受　
け　

な　
け　
れ　
ば　
な　
り　
ま　
せ　
ん　
。　
Ｐ　
Ｍ　

Ａ　
企　
業　
が　
か　
か　
わ　
る　
合　
併　
の　
場　

合　
は　
さ　
ら　
に　
、　
定　
款　
と　
合　
併　
案　

を　
Ｂ　
Ｋ　
Ｐ　
Ｍ　
に　
も　
提　
出　
し　
承　
認　

を　
受　
け　
る　
必　
要　
が　
あ　
り　
ま　
す　
。　

前　
記　
の　
他　
に　
、　
Ｐ　
Ｔ　
に　
は　
、　
会　
社　
の　

あ　
ら　
ゆ　
る　
変　
更　
に　
つ　
い　
て　
会　
社　
登　
記　
簿　

に　
登　
録　
し　
、　
官　
報　
に　
公　
示　
す　
る　
こ　
と　
が　

義　
務　
付　
け　
ら　
れ　
て　
い　
ま　
す　
。　

Ｑ　
５　
　　
合　
併　
ま　
た　
は　
買　
収　
の　
計　
画　

に　
関　
連　
し　
て　
、　
相　
手　
方　
企　
業　
の　

帳　
簿　
や　
資　
産　
に　
つ　
い　
て　
調　
査　
す　

る　
方　
法　
は　
あ　
り　
ま　
す　
か　
。　

Ａ　
５　
　　
以　
下　
の　
い　
ず　
れ　
か　
に　
該　
当　

す　
る　
場　
合　
、　
特　
定　
の　
会　
社　
の　
書　

類　
や　
有　
形　
資　
産　
の　
検　
査　
を　
認　
め　

る　
裁　
判　
所　
命　
令　
を　
申　
立　
て　
る　
こ　

と　
が　
で　
き　
ま　
す　
。　

ａ　
　　
当　
該　
会　
社　
が　
実　
行　
、　
参　
加　
ま　
た　
は　

幇　
助　
し　
た　
違　
法　
行　
為　
が　
あ　
り　
、　
こ　

れ　
に　
よ　
っ　
て　
会　
社　
の　
株　
主　
ま　
た　
は　

第　
三　
者　
が　
損　
失　
を　
被　
っ　
た　
、　
も　
し　

く　
は　
被　
る　
可　
能　
性　
が　
あ　
る　
、　
と　
申　

立　
人　
が　
主　
張　
す　
る　
場　
合　

ｂ　
　　
当　
該　
会　
社　
の　
取　
締　
役　
会　
ま　
た　
は　
経　

営　
委　
員　
会　
が　
実　
行　
、　
参　
加　
ま　
た　
は　

幇　
助　
し　
た　
違　
法　
行　
為　
が　
あ　
り　
、　
こ　

れ　
に　
よ　
っ　
て　
会　
社　
、　
会　
社　
の　
株　
主　

ま　
た　
は　
第　
三　
者　
が　
損　
失　
を　
被　
っ　
た　
、　

も　
し　
く　
は　
被　
る　
可　
能　
性　
が　
あ　
る　
、　

と　
申　
立　
人　
が　
主　
張　
す　
る　
場　
合　

前　
記　
状　
況　
を　
記　
載　
し　
た　
申　
立　
書　
は　
、　

会　
社　
の　
登　
録　
地　
を　
管　
轄　
す　
る　
地　
方　
裁　
判　

所　
に　
提　
出　
す　
る　
こ　
と　
が　
で　
き　
ま　
す　
。　
申　

立　
が　
認　
め　
ら　
れ　
た　
場　
合　
、　
裁　
判　
所　
は　
適　

格　
な　
専　
門　
家　
３　
名　
を　
任　
命　
し　
、　
調　
査　
を　

実　
施　
さ　
せ　
ま　
す　
。　
申　
立　
に　
応　
じ　
て　
裁　
判　

所　
が　
別　
途　
命　
令　
す　
る　
場　
合　
を　
除　
き　
、　
調　

査　
費　
用　
は　
、　
調　
査　
対　
象　
と　
な　
っ　
た　
会　
社　

の　
負　
担　
と　
な　
り　
ま　
す　
。　

Ｑ　
６　
　　
調　
査　
は　
誰　
で　
も　
申　
立　
て　
る　

こ　
と　
が　
で　
き　
ま　
す　
か　
。　

Ａ　
６　
　　
以　
下　
に　
該　
当　
す　
る　
者　
で　
あ　

れ　
ば　
、　
調　
査　
の　
申　
立　
を　
行　
な　
う　

こ　
と　
が　
で　
き　
ま　
す　
。　

１　
　　
調　
査　
申　
立　
の　
対　
象　
と　
な　
る　
会　
社　
の　

株　
主　
（　
た　
だ　
し　
、　
申　
立　
の　
時　
点　
で　
、　

当　
該　
会　
社　
の　
発　
行　
済　
株　
式　
の　
う　
ち　

議　
決　
権　
を　
有　
す　
る　
株　
式　
の　
1  0  
％　
以　

上　
を　
保　
有　
し　
て　
い　
る　
こ　
と　
が　
条　
件　

と　
な　
り　
ま　
す　
。　
申　
立　
は　
、　
自　
己　
の　

名　
義　
で　
、　
ま　
た　
は　
会　
社　
の　
代　
表　
と　

し　
て　
行　
い　
ま　
す　
。　
尚　
、　
こ　
の　
場　
合　

の　
申　
立　
は　
、　
合　
理　
的　
理　
由　
に　
基　
づ　

い　
て　
誠　
実　
に　
申　
立　
を　
行　
う　
株　
主　
が　
、　

会　
社　
に　
関　
す　
る　
デ　
ー　
タ　
又　
は　
情　
報　

を　
株　
主　
総　
会　
に　
お　
い　
て　
要　
求　
し　
た　

に　
も　
か　
か　
わ　
ら　
ず　
、　
こ　
れ　
ら　
が　
会　



The Lawyers November 2007 70

社　
に　
よ　
り　
提　
供　
さ　
れ　
な　
か　
っ　
た　
場　

合　
に　
の　
み　
、　
行　
う　
こ　
と　
が　
で　
き　
ま　

す　
。　）　

２　
　　
調　
査　
申　
立　
の　
対　
象　
と　
な　
る　
会　
社　
の　

定　
款　
、　
ま　
た　
は　
そ　
の　
会　
社　
と　
の　
有　

効　
な　
契　
約　
に　
お　
い　
て　
、　
調　
査　
を　
申　

立　
て　
る　
権　
限　
を　
与　
え　
ら　
れ　
て　
い　
る　

者　
３　
　　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
共　
和　
国　
の　
検　
事　
総　

長　
（　
申　
立　
が　
公　
益　
に　
資　
す　
る　
と　
検　

事　
総　
長　
が　
判　
断　
す　
る　
場　
合　
）　

Ｑ　
７　
　　
調　
査　
報　
告　
書　
や　
調　
査　
結　
果　

を　
公　
表　
す　
る　
こ　
と　
は　
で　
き　
ま　
す　

か　
。　

Ａ　
７　
　　
公　
表　
は　
で　
き　
ま　
せ　
ん　
。　
調　

査　
報　
告　
書　
お　
よ　
び　
調　
査　
結　
果　
の　

閲　
覧　
は　
、　
裁　
判　
所　
、　
申　
立　
人　
、　

そ　
し　
て　
調　
査　
対　
象　
会　
社　
に　
対　
し　

て　
の　
み　
認　
め　
ら　
れ　
ま　
す　
。　
こ　
れ　

ら　
以　
外　
の　
者　
に　
漏　
洩　
し　
た　
場　

合　
、　
民　
事　
上　
お　
よ　
び　
刑　
事　
上　
の　

制　
裁　
措　
置　
が　
裁　
判　
所　
か　
ら　
言　
い　

渡　
さ　
れ　
る　
お　
そ　
れ　
が　
あ　
り　
ま　

す　
。　

本　
稿　
は　
、　
イ　
ン　
ド　
ネ　
シ　
ア　
に　
お　
け　
る　
投　
資　
に　
関　
わ　

る　
法　
的　
事　
項　
に　
つ　
い　
て　
、　
一　
般　
的　
な　
情　
報　
の　
提　
供　

を　
目　
的　
と　
し　
て　
い　
ま　
す　
。　
具　
体　
的　
な　
事　
案　
、　
法　
的　

助　
言　
等　
に　
つ　
き　
ま　
し　
て　
は　
、　
適　
格　
な　
専　
門　
家　
に　
ご　

相　
談　
下　
さ　
い　
。　

ラ
ン
プ
ン
国
立
大
学
講
師
。
黒
田
法
律
事

務
所
リ
ー
ガ
ル
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
。
ボ
ゴ
ル

農
業
大
学
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
情
報
卒
業
。

ラ
ン
プ
ン
国
立
大
学
法
学
部
、
関
東
学
園

大
学

Ｌ
Ｌ
Ｍ
卒
業
。
横
浜
国
立
大
学
国

際
経
済
法
研
究
科
後
期
博
士
課
程
履
修
中
。

専
門
は
国
際
取
引
法
。

ユ
リ
ア
・
ク
ス
マ
・
ワ
ル
ダ
ニ

黒
田
法
律
事
務
所
代
表
パ
ー
ト
ナ
ー
。
早

稲
田
大
学
一
年
中
退
。
司
法
試
験
合
格
。

そ
の
後
、
国
内
の
法
律
事
務
所
勤
務
を
経

て
、
北
京
語
学
学
院
、
デ
ュ
ー
ク
大
学
ロ

ー
ス
ク
ー
ル
、
復
旦
大
学
法
学
部
高
級
進

修
生
課
程
を
終
了
。
専
門
は
国
際
金
融
、

独
禁
法
、
知
的
財
産
法
な
ど
。

黒
田
健
二
（　
く　
ろ　
だ　
・　
け　
ん　
じ　
）　


